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（１）審議概観

第192回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出２件、衆議院提

出（国土交通委員長）３件の合計５件で

あり、いずれも可決したほか、本委員会

から法律案１件を提出することを決定し

た。

また、本委員会付託の請願４種類４件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

鉄道 独立行政法人鉄道建設・運輸

施設整備支援機構法の一部を改正する法

律案は、参考人から意見を聴取するとと

もに、リニア中央新幹線の意義と全線開

業前倒しの効果、財政投融資の活用によ

る貸付けの在り方及び事業の採算性、環

境への配慮及び安全確保対策、リニア新

幹線が地方の活性化に与える影響等につ

いて質疑が行われ、討論の後、多数をもっ

て可決された。なお、附帯決議が付され

た。

自動車・自転車 道路運送法の一部

を改正する法律案は、軽井沢スキーバス

事故の再発防止に向けた取組、貸切バス

事業の規制の在り方、監査・審査体制の

充実による不適格な事業者の排除、運転

者の賃金・労働条件の改善等について質

疑が行われ、全会一致をもって可決され

た。なお、附帯決議が付された。

自転車活用推進法案は、全会一致をもっ

て可決された。

道路運送法及び貨物自動車運送事業法

の一部を改正する法律案は、全会一致を

もって可決された。

無電柱化 無電柱化の推進に関する

法律案は、全会一致をもって可決された。

〔法律案の提出〕

12月６日、建設工事従事者の安全及び

健康の確保の推進に関する法律案につい

て、本委員会提出の法律案（国土交通委

員長提出）として提出することを決定し

た。本法律案は、建設業における重大な

労働災害の発生状況等に鑑み、建設工事

従事者の安全及び健康の確保に関し、基

本理念を定め、国等の責務を明らかにす

るとともに、施策の基本となる事項を定

めること等により、建設工事従事者の安

全及び健康の確保に関する施策を総合的

かつ計画的に推進しようとするものであ



る。

〔国政調査〕

10月18日、国土交通行政の諸施策につ

いて、石井国土交通大臣から説明を聴取

した。

10月20日、質疑を行い、地方都市にお

ける市街地再開発事業への国の支援の方

向性、国際競争力強化のための港湾整備

促進及び羽田空港の機能強化の必要性、

東京オリンピック・パラリンピックに向

けた連続的なバリアフリー化の現状と取

組状況、住民避難の参考となる浸水予想

情報の自治体への速やかな提供の必要性、

台風第10号によるＪＲ北海道の鉄道被害

からの早期復旧に向けた支援の在り方、

地下街の避難確保計画及び浸水防止計画

の作成の進捗状況と今後の取組、平成28

年熊本地震の被害状況及び今後の復興見

通し、日本航空における雇用問題に対す

る国土交通大臣の見解、激甚化する気象

災害を踏まえた国土交通省の今後の取組

方針、富山市及び青森市のコンパクトシ

ティ政策等に対する国土交通省の認識と

対応、建設業における社会保険未加入対

策の推進状況及び法定福利費の支払実態、

領海侵犯への対処のための海上保安庁の

体制強化の必要性などの諸問題が取り上

げられた。

11月24日、質疑を行い、博多駅前道路

陥没事故の原因究明の状況及び今後の対

応策、無電柱化の推進に向けた取組方針、

上下水道等公共施設の老朽化対策及び耐

震化推進に係る政府の対応状況、適切な

車体整備による自動車の安全確保に向け

た国土交通省の取組、羽田空港の飛行経

路見直しが地域に及ぼす影響及び地域住

民等との合意形成の必要性、鉄道駅にお

けるホームドアの全国的な整備促進、津

波救命艇の普及に向けた財政的支援に対

する国土交通大臣の所見、民間建築物に

おけるアスベスト対策の促進、インフラ

システムの海外展開の在り方についての

国土交通大臣の所見などの諸問題が取り

上げられた。

12月６日、質疑を行い、末端の建設工

事従事者まで法定福利費の支払いを担保

する方策についての国土交通大臣の考え、

トンネル工事従事者のじん肺予防策及び

建設工事従事者のアスベスト被害救済方

策などの諸問題が取り上げられた。

同日、建設工事従事者の安全及び健康

の確保の推進に関する法律案の草案につ

いて、国土交通委員長から説明を聴取し

た後、委員会提出の法律案として提出す

ることを決定した。

なお、建設工事従事者の安全及び健康

の確保の推進に関する決議を行った。

12月８日、質疑を行い、無電柱化のコ

スト削減に向けた取組の見通し及び安全

対策、事業用自動車運転者の疾病運転防

止のための施策の在り方などの諸問題が

取り上げられた。

（２）委員会経過

○平成28年10月18日(火)（第１回）

理事の選任及び補欠選任を行った。

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査

を行うことを決定した。

国土交通行政の諸施策に関する件について石

井国土交通大臣から説明を聴いた。

○平成28年10月20日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地方におけるまちづくりの在り方に関する

件、空港・港湾の国際競争力の強化に関する



件、バリアフリーの推進に関する件、一連の

台風及び熊本地震の被害に対する国土交通省

の取組に関する件、地下街の浸水対策に関す

る件、日本航空における雇用問題に関する件、

建設業における社会保険等未加入対策に関す

る件、海上保安体制の充実強化に関する件等

について石井国土交通大臣、田中国土交通副

大臣、末松国土交通副大臣、越智内閣府副大

臣、根本国土交通大臣政務官及び政府参考人

に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

井上義行君（自民）、長浜博行君（民進）、

鉢呂吉雄君（民進）、新妻秀規君（公明）、

高瀬弘美君（公明）、山添拓君（共産）、室

井邦彦君（維新）、青木愛君（希望）、行田

邦子君（無ク）、中野正志君（日本）

○平成28年11月１日(火)（第３回）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構法の一部を改正する法律案（閣法第２号）

（衆議院送付）について石井国土交通大臣か

ら趣旨説明を聴いた。

また、同法律案について参考人の出席を求め

ることを決定した。

○平成28年11月10日(木)（第４回）

理事の補欠選任を行った。

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構法の一部を改正する法律案（閣法第２号）

（衆議院送付）について次の参考人から意見

を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。

〔参考人〕

一橋大学名誉教授 杉山武彦君

神戸大学大学院経営学研究科教授 正司健

一君

慶應義塾大学名誉教授 川村晃生君

〔質疑者〕

足立敏之君（自民）、野田国義君（民進）、

新妻秀規君（公明）、山添拓君（共産）、室

井邦彦君（維新）、青木愛君（希望）、行田

邦子君（無ク）、中野正志君（日本）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構法の一部を改正する法律案（閣法第２号）

（衆議院送付）について石井国土交通大臣、

末松国土交通副大臣、大野国土交通大臣政務

官、比嘉環境大臣政務官、務台内閣府大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行い、討論

の後、可決した。

〔質疑者〕

酒井庸行君（自民）、野田国義君（民進）、

鉢呂吉雄君（民進）、新妻秀規君（公明）、

山添拓君（共産）、室井邦彦君（維新）、青

木愛君（希望）、行田邦子君（無ク）、中野

正志君（日本）

（閣法第２号）

賛成会派 自民、民進、公明、維新、無ク、

日本

反対会派 共産、希望

なお、附帯決議を行った。

○平成28年11月24日(木)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

福岡市地下鉄工事現場における道路陥没事故

に関する件、無電柱化の推進に関する件、公

共施設の老朽化・耐震化対策に関する件、自

動車の安全確保のための車体整備に関する

件、羽田空港の飛行経路の見直しに関する件、

鉄道駅へのホームドア設置促進に関する件、

津波防災対策に関する件、建築物のアスベス

ト対策に関する件、インフラシステムの海外

展開に関する件等について石井国土交通大

臣、末松国土交通副大臣及び政府参考人に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

石井正弘君（自民）、野田国義君（民進）、

高瀬弘美君（公明）、山添拓君（共産）、清

水貴之君（維新）、青木愛君（希望）、行田

邦子君（無ク）、中野正志君（日本）

道路運送法の一部を改正する法律案（閣法第

19号）（衆議院送付）について石井国土交通

大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成28年12月１日(木)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

道路運送法の一部を改正する法律案（閣法第

19号）（衆議院送付）について石井国土交通

大臣、末松国土交通副大臣、堀内厚生労働大



臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行った

後、可決した。

〔質疑者〕

上月良祐君（自民）、石橋通宏君（民進）、

新妻秀規君（公明）、山添拓君（共産）、室

井邦彦君（維新）、青木愛君（希望）、行田

邦子君（無ク）、中野正志君（日本）

（閣法第19号）

賛成会派 自民、民進、公明、共産、維新、

希望、無ク、日本

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成28年12月６日(火)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進

に関する件等について石井国土交通大臣、堀

内厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕

山添拓君（共産）

建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進

に関する法律案の草案について委員長から説

明を聴いた後、委員会提出の法律案として提

出することを決定した。

建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進

に関する決議を行った。

○平成28年12月８日(木)（第８回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

無電柱化の推進に関する件、事業用自動車の

運転者の健康起因事故対策に関する件等につ

いて石井国土交通大臣及び政府参考人に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕

山添拓君（共産）

無電柱化の推進に関する法律案（衆第９号）

（衆議院提出）について提出者衆議院国土交

通委員長西銘恒三郎君から趣旨説明を聴いた

後、可決した。

（衆第９号）

賛成会派 自民、民進、公明、共産、維新、

希望、無ク、日本

反対会派 なし

自転車活用推進法案（衆第10号）（衆議院提

出）について提出者衆議院国土交通委員長西

銘恒三郎君から趣旨説明を聴いた後、可決し

た。

（衆第10号）

賛成会派 自民、民進、公明、共産、維新、

希望、無ク、日本

反対会派 なし

道路運送法及び貨物自動車運送事業法の一部

を改正する法律案（衆第11号）（衆議院提出）

について提出者衆議院国土交通委員長西銘恒

三郎君から趣旨説明を聴いた後、可決した。

（衆第11号）

賛成会派 自民、民進、公明、共産、維新、

希望、無ク、日本

反対会派 なし

○平成28年12月14日(水)（第９回）

請願第352号外３件を審査した。

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査

の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。

（３）委員会決議

―建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する決議―

政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律の施行に当たり、次の諸点に

ついて適切な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。

一 建設工事従事者の「安全及び健康の確保」が「処遇の改善及び地位の向上」の促進を旨として



行われるよう、これらを総合的に結びつける施策の検討を進め、基本計画に盛り込むこと。また、

その際「安全及び健康の確保」が何よりも優先されるべきであることに十分配慮すること。

二 墜落事故の防止対策その他建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費については、現

在、政府が進めている法定福利費を内訳明示した見積書の提出等に関する施策を一層強力に進め

る等、社会保険一般の未加入対策について、その一層の推進を図ること。

三 社会保険に関する必要な経費を適切かつ明確に確保し、これが下請事業者に至るまで確実に支

払われ、所要の施策が講ぜられるようにすることは、建設工事従事者の安全及び健康の確保のみ

ならず、処遇の改善を図る上でも重要な施策であることに鑑み、社会保険料一般を含む安全及び

健康の確保に関する経費が適切に支払われるよう努めること。

四 建設労働災害や事故の原因の一つとして、適正な工期が確保されていない問題が指摘されてい

ることに鑑み、安全確保のための余裕ある工期の設定が図られるべきであることを基本計画にお

いて明示すること。

五 建設労働災害の撲滅に資するため、建設工事現場の調査、研究、分析に努めること。

六 建設工事の現場の安全を確保し、災害を防止するためには、不断の点検が重要となるため、十

分な知識・経験を有する者による点検の促進を図ること。

七 専門家会議の委員の人選に当たっては、単に専門的知識だけでなく、科学的、社会政策的知見

に基づき客観的立場に立った意見及び建設工事従事者の立場に立った意見の反映が担保されるよ

うな構成とすること。

八 本法の趣旨に基づき、建設労働災害の４割程度を占める墜落災害の撲滅を期すために、制度の

整備及び労働災害防止計画の改定を始めとする実効ある対策を推進すること。

九 本法による施策の推進をより実効あらしめるため、関係する審議会等に現場の実態が的確に反

映されるよう、委員の構成等について配慮すること。

十 今後東京オリンピック・パラリンピック関連工事が増大することに伴い、建設工事従事者の安

全と健康に特に配慮が必要な状況の下、政府はそのために必要な対策を講ずること。

右決議する。


